
［保健福祉部 社会福祉課 所管］ 

○社会福祉事務に要する経費（03010104） 4,500 千円（15,597 千円） 予算書 P66 

〈国・県：1千円 一財：4,499 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県負：行旅病人取扱費負担金     1,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  福祉の増進強化を図るため、各種サービスを充実させる。 

（内容） 

  各種団体への負担金及び補助金を助成し、福祉の増進強化を図る。 

その他課の運営管理費用 

  

○民生委員活動に要する経費（03010105） 4,605 千円（4,359 千円） 予算書 P67 

〈国・県：25 千円 一財：4,580 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・県委：民生委員推薦会交付金     25,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  民生委員は、社会奉仕の精神をもって保護指導にあたり、関係機関との協力及び連携により

社会福祉の増進に努める。 

（内容） 

  民生委員・児童委員 89 人 

  坂東市民生委員協議会に対する助成  495,000 円 

  ・福祉委員報酬 

    市の民生委員児童委員を市福祉委員として委嘱し、市や市福祉事務所が福祉調査及び福

祉事務の執行を依頼する。 

    報酬総額 3,560,000 円 

 

○障害者福祉に要する経費（03010106） 27,622 千円（24,136 千円） 予算書 P68 

[総務部 総務課 所管 515 千円含む] 

〈国・県：9,467 千円 一財：18,155 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国負：特別障害者手当等給付費負担金                8,425,000 円 

  ・国補：社会資本整備総合交付金（重度障害者住宅リフォーム助成事業）  247,000 円 

・国委：特別児童扶養手当事務取扱交付金                164,000 円 

・県補：軽度・中等度難聴児補聴器購入支援事業補助金          37,000 円 

・県補：在宅障害児福祉手当補助金                   594,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  障害者の福祉の増進強化を図るため、手当等により障害者の生活が守られ、また、住宅リフ

ォーム・タクシー券の助成等により、障害者がスムーズに生活できるなど、日常生活の良好な

環境が獲得でき、更生につながる効果は大きい。 

（内容） 

 1.障害者相談員謝礼 

   平成 24 年 4 月 1日から身体障害者福祉法及び知的障害者福祉法の一部改正によって、身体 

  障害者相談員及び知的障害者相談員の委嘱事務が市町村へ移譲されたことに伴い、報償費を 

  支給する。 

   身体障害者相談員  3 人   60,000 円 



   知的障害者相談員  2 人   40,000 円 

 2.障害者手帳交付用診断書代補助事業 

   身体・精神に障害を有する者に、障害者手帳・通院受給者証交付申請に必要な診断書代を

助成することにより福祉の向上を図る。 

      障害者手帳・通院受給者証    800,000 円 

3.特別障害者手当等支給事業 

   手当は、特別障害者（児）に対して支給される。政令で定める程度の著しく重度の障害の

状態にあるため、日常生活において常時特別の介護を必要とする者を対象者としている。 

     手当総額      11,235,000 円 

 4.重度障害者（児）住宅リフォーム助成事業 

   居住している住居を障害に合わせた状態にリフォームすることにより障害者の住宅環境を

整え、日常生活がスムーズに営めるよう住宅生活の便宜を図る。 

         550,000 円 

 5.ミニファックス使用事業 

   聴覚障害で、コミュニケーションの手段としてファクシミリを利用している世帯に対し、

リース料金を助成し、社会参加への促進を図る。 

         67,000 円 

 6.障害者福祉タクシー利用事業 

   障害者に対し、医療機関等への通院等に要するタクシー料金の一部を助成する。(公共交通

利用券の交付) 

    ・身体 525,000 円   ・知的・精神障害者 75,000 円 

 7.難病患者福祉手当支給事業 

   難病患者に対し、経済的負担の軽減を図る。 

         2,500,000 円 

 8.精神障害者通院福祉医療費 

   平成 18年 4月 1日から自立支援法の施行によって医療費の自己負担が5％から10％に改正 

  されたことに伴い、国保・社保に関わらず 5％を負担する。 

       3,168,000 円 

 9.軽度・中等度難聴児補聴器購入支援事業費 

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児に対して、補聴器等の購入等に

要する経費を助成する。 

     74,000 円 

  10.在宅障害児福祉手当 

   在宅障害児を養育している保護者に手当を支給することにより、経済的、精神的負担の軽

減を図り、障害児童の健全な育成を助ける。 

       2,934,000 円 

 

○障害者自立支援事務に要する経費（03010107） 4,403 千円（4,230 千円） 予算書 P69 

 [総務部 総務課 所管 858 千円含む] 

〈国・県：713 千円 一財：3,690 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：障害者地域生活支援事業費等補助金     713,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  ノーマライゼーションの理念に基づき、障害者が自らサービスを選択し、契約を結んでサー

ビスを受ける支援費制度の改善による障害者総合支援法の施行により、障害者福祉サービスの

円滑な実施を目的とする。 



（内容） 

 1.障害者審査会等事務費 

   障害者サービスの受給に必要な障害者審査会等に係る経費及びサービス事業者への補助金

を助成し、福祉の増進強化を図る。 

   ・障害者審査会委員報酬        888,000 円 

   ・医師意見書作成手数料        539,000 円 

   ・国保連共同処理支払事務手数料   1,346,112 円 

 

○障害者自立支援介護給付に要する経費（03010108） 598,804 千円（597,464 千円） 予算書 P69 

〈国・県：449,103 千円 一財：149,701 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害者自立支援給付費等負担金     297,998,000 円 

  ・国負：障害者自立支援等医療費負担金          1,404,000 円 

  ・県負：障害者自立支援給付費等負担金     148,999,000 円 

  ・県負：障害者自立支援等医療費負担金        702,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  障害の種別（身体障害・知的障害・精神障害）にかかわらず、障害者が必要とするサービス

を利用できるよう仕組みの一元化と施設・事業を再編し、サービス利用者の利用量と所得に応

じた負担を行い、ルール化した財源確保及び充実した計画的な介護給付サービスの提供により

障害者の自立を図る。 

（内容） 

 1.生活介護 

   常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行い、また創作活動や 

生産活動の機会も提供する。 

    利用者  147 人   393,372,000 円 

 2.施設入所支援 

   施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事等を行う。 

    利用者  92 人   150,144,000 円   

 3.療養介護 

   医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び 

日常生活の世話を行う。 

    利用者   3 人    12,636,000 円 

 4.居宅介護 

   自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等（ホームヘルプ）を行う。 

    利用者  25 人   23,400,000 円 

 5.行動援護 

   自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、 

外出支援を行う。 

    利用者   2 人    1,128,000 円 

 6.短期入所 

   自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事 

の介護等（ショートステイ）を行う。 

    利用者  12 人   5,904,000 円 

7.計画相談支援 

障害者が受けるサービスの利用計画等を作成し、サービス利用計画やサービス利用状況が

適当か検証するモニタリング等を行う。 



    利用者   67 人     12,060,000 円 

 8.高額障害福祉サービス 

   世帯での福祉サービス等の合算額が基準額を上回る場合は、高額障害福祉サービス等給付

費を支給する。 

               160,000 円 

 

○障害者自立支援訓練等給付に要する経費（03010109） 273,480 千円（251,880 千円） 

予算書 P69 

〈国・県：205,110 千円 一財：68,370 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害者自立支援給付費等負担金   136,740,000 円 

  ・県負：障害者自立支援給付費等負担金    68,370,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  障害者が生活訓練や就労に向けた訓練等を受け、自立を図る。 

（内容） 

 1.共同生活援助 

   夜間や休日、共同生活を行う住居（グループホーム）で、相談や日常生活上の援助を行う。 

    利用者   57 人  94,392,000 円 

 2.自立訓練 

   自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上の 

ために必要な訓練（機能訓練・生活訓練）を行う。 

    利用者    8 人  14,004,000 円 

 3.就労移行支援 

   一般企業への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために 

必要な訓練を行う。 

    利用者   13 人  18,252,000 円 

 4.就労継続支援 

   一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のた 

めに必要な訓練（A型：雇用型  B 型：非雇用型）を行う。 

    利用者  A 型 20 人  B 型 79 人    146,832,000 円 

 

○障害者自立支援等医療給付に要する経費（03010110） 65,740 千円（65,870 千円） 予算書 P70 

〈国・県：49,305 千円 一財：16,435 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害者自立支援等医療費負担金  32,870,000 円 

  ・県負：障害者自立支援等医療費負担金  16,435,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  障害児者が更生するための医療給付を行う。 

（内容） 

 1.障害者更生医療給付    64,860,000 円 

   抗免疫療法（じん）5人 抗 HIV 療法 2人 生活保護（人工透析）14 人 歯科矯正 1人 

 2.育成医療給付         880,000 円 

   そしゃく 2人、肢体不自由 1人、心臓 1人、内部 2人 

 

○障害者自立支援補装具給付に要する経費（03010111） 11,243 千円（11,243 千円）予算書 P70 

〈国・県：8,431 千円 一財：2,812 千円〉 



＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害者自立支援給付費等負担金   5,621,000 円 

  ・県負：障害者自立支援給付費等負担金   2,810,000 円 

（目的及び期待する効果） 

身体の失われた部分や障害のある部分を補って、日常生活や働くことを容易にする用具を給

付し、障害者の自立促進を図る。 

（内容） 

・障害者補装具       6,919,000 円 

・障害児補装具       4,324,000 円 

 

○地域生活支援事業に要する経費（03010112） 62,688 千円（63,379 千円） 予算書 P70 

〈国・県：16,430 千円 一財：46,258 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：障害者地域生活支援事業費等補助金   10,954,000 円 

  ・県補：障害者地域生活支援事業費等補助金    5,476,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  障害者が、その有する能力や適性に応じ自立した日常生活又は社会生活を営むことができる

ように、地域で生活する障害者のニーズを踏まえ、地域の実情に応じた柔軟な事業形態で実施

できる自治体の創意工夫による効率的・効果的な取り組みを行う。 

（内容） 

1.相談支援事業 

   障害者又はその保護者、介護者などの相談に応じ、必要な情報提供や権利擁護等のために 

必要な援助を行う。身体障害者及び知的障害者からの相談は、直接担当者が受け、精神障害 

者からの相談を専門員を配置した法人に委託する。 

    委託先  地域活動支援センター煌（きらめき） 

    委託料  2,312,000 円 

2.地域活動支援センター事業 

   障害者が通い、創作的活動又は生産活動の提供、社会との交流促進等の便宜を図る。 

    委託先  煌（きらめき）        委託料   4,624,000 円 

    委託先  精神障害者共同作業所     委託料   8,209,000 円 

    委託先  障害者ワークス        委託料   24,090,000 円 

    委託先  身障デイサービス       委託料   1,600,000 円 

           計                  38,523,000 円 

3.障害者（児）日常生活用具給付事業 

   在宅の重度障害者（児）に対し、日常生活用具を給付することにより日常生活上の便宜を 

図り、障害者の福祉増進に資することを目的とする。 

    障害者（児）日常生活用具    給付費総額   9,636,000 円 

  4.障害者訪問入浴サービス給付事業 

     居宅において常に臥床し、自宅で入浴することが困難な 65 歳未満の身体障害者に対し身体

の清潔保持、心身機能の維持等を図るための訪問入浴サービス費用を給付する。 

    3 人    3,396,000 円 

5.障害者成年後見制度利用支援事業 

   知的障害者や精神障害者のうち判断能力が不十分な者について、障害福祉サービスの利用 

契約の締結等が適切に行われるための成年後見の申立に要する経費及び後見人等の報酬の全 

部又は一部を助成する。 

  3 件      781,000 円 



6.意思疎通支援事業 

  聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある人な

どの意思疎通を仲介する手話通訳者や要約筆記奉仕員の派遣にかかる費用を給付する。 

   手話通訳者派遣、要約筆記奉仕員派遣 

   40 人        492,000 円 

7.移動支援事業 

   屋外での移動が困難な障害者に、外出のための支援にかかる費用を給付する。 

      事業費      1,245,000 円 

8.日中一時支援事業 

   障害者又はその保護者、介護の身体的、精神的負担の軽減を図るため、日中の間一時的に

施設等での支援にかかる費用を給付する。 

      事業費    3,850,000 円 

 9.手話奉仕員養成事業 

聴覚障害者等との交流活動の促進や、市の広報活動などの支援者として期待される日常会

話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成するための研修を行う。 

       173,000 円 

  

○障害児通所支援に要する経費（03010113） 208,644 千円（182,400 千円） 予算書 P71 

〈国・県：156,483 千円 一財：52,161 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害児入所給付費等負担金    104,322,000 円 

  ・県負：障害児入所給付費等負担金     52,161,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  障害児を通所させ日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練等を供与し、

障害児支援の強化を図る。 

（内容） 

1.障害児相談支援 

障害児が受けるサービスの利用計画等を作成し、サービス利用計画やサービス利用状況が

適当か検証するモニタリング等を行う。 

    利用者  47 人    9,588,000 円 

 2.児童発達支援 

   未就学の障害児に日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への

適応訓練その他必要な支援を行う。 

    利用者  86 人   33,024,000 円 

 3.放課後等デイサービス 

    就学中の障害児に、授業の終了後又は休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社

会との交流の促進その他必要な支援を行う。 

    利用者  168 人 165,312,000 円  

 4.保育所等訪問支援 

   障害児が集団生活を営む施設を訪問することができるサービスで、障害児の身体及び精神

の状況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な支援を行う。 

    利用者   2 人   720,000 円 

 

○こども発達センター運営に要する経費（03010114） 7,774 千円（7,808 千円） 予算書 P71 

〈その他：1,913 千円 一財：5,861 千円〉 

 



＊特定財源積算根拠 

  ・負担金：こども発達センター利用者負担金     92,000 円 

  ・諸収入：こども発達センター事業費負担金   1,821,000 円 

（目的及び期待する効果） 

   就学前の発達に心配のある幼児に対し、地域の支援体制を整備する。身近なところで発達段

階に即した専門的な訓練を行うことにより適正な発達を促すことができる。また、将来に自立

及び社会参加ができるよう生活全般にわたる支援を図る。 

（内容） 

・発達指導員報酬                5,114,000 円 

・報償費（発達心理士、言語聴覚士、歯科衛生士等）1,395,000 円 

・消耗品費                    256,000 円 

 

○放課後等デイサービス事業に要する経費（03010115） 4,243 千円（4,531 千円） 予算書 P71 

〈その他：4,243 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・負担金：放課後等デイサービス利用者負担金   212,000 円 

  ・諸収入：放課後等デイサービス事業費負担金  4,031,000 円 

（目的及び期待する効果） 

   学童期（6 歳～18 歳）の発達に心配のある児童生徒に対し、地域の支援体制を整備する。身

近なところで発達段階に即した専門的な訓練を行うことにより適正な発達を促すことができる。

また、将来に自立及び社会参加ができるよう生活全般にわたる支援を図る。 

（内容） 

・発達指導員報酬                1,705,000 円 

・光熱水費                     546,000 円 

 ・修繕料                     130,000 円 

 

○社会福祉団体補助に要する経費（03010116） 75,306 千円（64,081 千円） 予算書 P72 

〈その他：351 千円 一財：74,955 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・財産収入：地域福祉基金積立金利子    351,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  市の福祉団体及び戦没者関係団体に対し活動援助を目的とする。 

（内容） 

  市身体障害者福祉協議会補助金       394,000 円 

  市視覚障害者福祉協会補助金         75,000 円 

  市保護司会補助金              43,000 円 

  市心身障害児父母の会補助金         76,000 円 

  市戦没者遺族会補助金          1,590,000 円 

  市社会福祉協議会補助金         73,089,000 円 

  市更生保護女性会補助金           39,000 円 

 

○生活困窮者自立支援事業に要する経費（03010117） 4,648 千円（4,502 千円） 予算書 P73 

〈国・県：3,476 千円 一財：1,172 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国負：生活困窮者自立相談支援事業費等負担金  4,635,729 円×3/4≒3,476,000 円 

 



（目的及び期待する効果） 

  最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある生活困窮者に対して、生活保護 

 に至る前の段階の自立支援策の強化を図る。 

（内容） 

  離職等により経済的に困窮し、住居を失ったまたはそのおそれがある者に対し、家賃相当額     

を支給する。支援員養成のための研修の受講により、的確な支援に繋げて困窮者の自立を目指

す。生活困窮者からの相談に対応するとともに、自立に向けた計画を作成し、就労支援を行う。 

  ・主任相談支援員報酬     1,975,000 円 

  ・就労支援員報酬       1,574,000 円 

  ・期末手当           508,000 円 

  ・旅費              96,000 円 

  ・住居確保給付金        468,000 円 

  ・消耗品費            27,000 円 

 

○生活保護事務に要する経費（03030101） 5,754 千円（3,974 千円） 予算書 P88 

〈国・県：657 千円 一財：5,097 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：生活困窮者就労準備支援事業費等補助金  670,758 円×  3/4≒503,000 円 

             〃            154,000 円×10/10＝154,000 円 

（目的及び期待する効果） 

   生活保護法に基づき、生活保護の実施機関として事務を行うにあたり、その体制を整え効率

化を図ることにより、制度の適正実施が期待できる。 

（内容） 

・事務補助職員報酬         1,574,000 円 

・会計年度任用職員期末手当      230,000 円 

・費用弁償               24,000 円 

・診療報酬及び介護報酬事務手数料   558,000 円 

・生活保護システム保守委託料    1,307,000 円 

・レセプト管理システム改修委託料   154,000 円 

・診療報酬明細書点検委託料      671,000 円 

 ・レセプト管理システム使用料     575,000 円 

 

○生活保護扶助費に要する経費（03030201） 825,878 千円（781,404 千円） 予算書 P89 

〈国・県：626,703 千円 その他：288 千円 一財：198,887 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国負：生活保護費負担金             825,585,000 円×3/4≒619,188,000 円 

  ・県負：生活保護費負担金（法 73 条関係）     30,060,000 円×1/4＝7,515,000 円 

・諸収入：生活保護費返還金（法 63 条関係）        0 円            288,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  要保護者に対し、一定の基準に従い必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに

その自立を支援する。 

（内容） 

 ・現状（令和元年 10 月 1 日現在） 

     保護世帯数  364 世帯 

     保護人数   481 人 

 ・扶助別内訳 



    生活扶助        262,335,000 円 

    住宅扶助        102,052,000 円 

        教育扶助          3,612,000 円 

    介護扶助         31,620,000 円 

    生業扶助          2,494,000 円 

        出産扶助            293,000 円 

    葬祭扶助          2,744,000 円 

    医療扶助        413,457,000 円 

    施設事務費     6,716,000 円 

    就労自立給付金   250,000 円 

        進学準備給付金   300,000 円 

 

○災害救助に要する経費（03040101） 124 千円（122 千円） 予算書 P89 

〈一財：124 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  市在住者の住宅が火災にあった場合、見舞金を支給し被災者の自立更生の援護を図る。 

（内容） 

    ・火災見舞金    1件×10,000円×10回          100,000円 

 

［保健福祉部 こども課 所管］ 

○児童福祉事務に要する経費（03020101） 34,359 千円（39,459 千円） 予算書 P78 

 [総務部 総務課 所管 2,099 千円含む] 

〈国・県：6,373 千円 その他：103 千円 一財：27,883 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：母子生活支援施設措置費等負担金 

   264,000円×1世帯×12月×1/2＝1,584,000円 

  ・国補：ひとり親家庭高等技能訓練促進費交付金 

140,000円×1人×12月×3/4＝ 1,260,000円 

            〃          100,000円×3人×12月×3/4＝ 2,700,000円 

      入学支援修了一時金         50,000 円 ×1人      ×3/4≒    37,000 円 

  ・県負：母子生活支援施設措置費等負担金 

   264,000円×1世帯×12月×1/4＝ 792,000円 

・負担金：日本スポーツ振興センター保護者負担金     210 円×495 人 ≒   103,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  児童福祉法の理念に基づき、児童が心身共に健やかに生まれ育成されるよう、児童の福祉の

向上を図る。 

（内容） 

・母子家庭等児童学資金   

   父子家庭、母子家庭または、両親のいない家庭の義務教育就学児を養育している保護者

に対し、児童一人につき月額 2,500 円の学資金を支給する。 

    2,500 円×505 人×12 月＝15,150,000 円 

    2,500 円× 33 人× 6 月＝  495,000 円 

 ・交通遺児学資金   

   交通事故により父もしくは母、またはその双方を亡くした児童を養育する保護者に対し、

児童一人につき月額 5,000 円の学資金を支給する。 



    5,000 円× 4 人×12 月＝  240,000 円 

 ・ひとり親家庭高等技能訓練促進費 

   ひとり親家庭の父または母が、就職に有利で生活の安定に役立つ資格を取得するために、

養成機関で 1 年以上修学する場合に給付金を支給する。支給期間は、修業期間全期間とし

上限 4年。支給額は、住民税非課税世帯 月額 100,000 円、課税世帯 月額 70,500 円。最

後の一年は、住民税非課税世帯 月額 140,000 円、課税世帯 月額 110,500 円。さらに、

養成機関で 1 年以上のカリキュラムを終了し、資格の取得が見込まれる者に入学支援修了

一時金を支給する。支給額は、住民税非課税世帯 50,000 円 課税世帯 25,000 円。 

    高等技能訓練促進費    140,000 円×1人×12 月＝1,680,000 円 

〃        100,000 円×1人×12 月＝1,200,000 円 

         〃        100,000 円×2人×12 月＝2,400,000 円 

    入学支援修了一時金     50,000 円×1人   ＝  50,000 円 

  ・母子生活支援施設入所措置費 

   子どもの養育が困難な母子家庭の母と子どもが母子生活支援施設に入所し、施設職員と

ともに自立を目指すための支援施設運営事務費等を負担し、児童及び家庭の福祉の向上を

図る。 

264,000 円×1世帯×12 月＝3,168,000 円 

  

○子育て支援に要する経費（03020102） 25,451 千円（17,324 千円） 予算書 P79 

[総務部 総務課 所管 660 千円含む] 

〈国・県：1,346 千円 その他：19 千円 一財：24,086 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：子育て短期支援事業費補助金                   26,000 円 

 ・国補：利用者支援事業費補助金                    647,000 円 

・県補：子育て短期支援事業費補助金                   26,000 円 

 ・県補：利用者支援事業費補助金                    647,000 円 

 ・負担金：子育て短期支援保護者負担金                  19,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  子ども及び子どもの保護者等に、教育・保育、地域の子育て支援の利用についての情報の提

供、相談、助言、関係機関等との連絡調整等の支援業務を行うために子育て支援員を窓口に配

置する。 

また、次代を担う児童の出産を奨励し、健やかに成長することを祝福し出産奨励金を支給し

児童の健全な発育及び福祉の増進を図る。 

（内容） 

・子育て短期支援事業費委託料 

  保護者が疾病、出産、事故等で、児童の養育ができないときに、一時的に児童を福祉施

設等で養育保護し、児童及び家庭の福祉の向上を図る。 

      2 歳未満 10,700 円×2人×3日=64,200 円  

2 歳以上  5,800 円×2人×3日=34,800 円  

    ・多子世帯給食費軽減事業費補助金   

    市内在住で、年少から中学校３学年までの子どもが３人以上いる世帯に対し、３人目以

降の３歳児から５歳児の給食費を補助する。 

      3,500 円×120 人×12 か月＝5,040,000 円 

        500 円× 15 人×12 か月＝   90,000 円 

・さわやか子育て出産奨励金     

本市に 1 年以上居住し、市民税等の滞納がない世帯で第３子以上を出産した者に支給す



る。 

      第 3 子以上  500,000 円（出産 1年経過後に 20 万円、3年経過後に 10 万円、5年

経過後に 20 万円を支給） 

      200,000 円×61 件＝12,200,000 円 

100,000 円×52 件＝ 5,200,000 円 

 

○民間保育所運営助成に要する経費（03020201）1,275,461 千円（1,086,071 千円） 予算書 P79 

〈国・県：903,400 千円 その他：17,534 千円 一財：354,527 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：施設型給付費負担金                         430,685,000円 

  ・国負：地域型保育給付費負担金                                       75,478,000円 

・国負：子育てのための施設等利用給付費負担金                          3,048,000円     

・国補：地域子育て支援拠点事業費補助金                          20,359,000円 

  ・国補：一時預かり事業費補助金                               4,685,000円 

  ・国補：延長保育事業費補助金                      2,069,000円 

    ・国補：病児保育事業補助金                                 1,410,000円 

    ・国補：保育所等整備交付金                       59,480,000円 

  ・県負：施設型給付費負担金                       196,278,000円 

  ・県負：地域型保育給付費負担金                     30,742,000円 

・県負：子育てのための施設等利用給付費負担金                          1,524,000円     

・県補：施設型給付費補助金                                 24,292,000円 

・県補：多子世帯保育料軽減事業費補助金                           9,662,000円 

・県補：民間保育所等乳児等保育事業費補助金                          3,182,000円 

・県補：延長保育事業費補助金                      2,069,000円 

    ・県補：病児保育事業補助金                               1,410,000円 

  ・県補：地域子育て支援拠点事業費補助金                          20,359,000円 

  ・県補：一時預かり事業費補助金                               4,685,000円 

・県補：保育対策総合支援事業費補助金                  10,650,000円 

・県補：保育所等業務効率化推進事業費補助金               1,333,000円 

・負担金：さしま保育園委託保護者負担金                 6,238,000円 

・負担金：若草明徳保育園委託保護者負担金               10,363,000円 

  ・負担金：管外民間保育所委託保護者負担金                 576,000円 

  ・負担金：保育所委託保護者負担金過年度分                  357,000円 

（目的及び期待する効果） 

  共働き家庭が増加しているため、家庭外保育を必要とする児童を保育所等に入所させること

により、親が安心して働く環境を作ることができる。また、多様化する保育需要に応えるため、

様々な事業を行う保育所等に補助金を交付することにより、子育てしやすい環境の整備や地域

住民と交流することによって、児童の健全育成を図ることができる。 

（内容） 

1. 保育所運営委託料                         226,828,000 円 

 保育の必要性の認定を受けた乳幼児を入所させた民間保育園に対し、運営委託料を支払い、

安定した保育を提供する。 

 2. 地域子育て支援センター事業委託料                  61,078,000 円 

  育児不安等への相談指導や子育てサークル等の育成・支援等により、地域における子育て

支援を保育所、認定こども園に委託する。 

3. 病後児保育事業委託料                        4,500,000 円 



 病気等の回復期にあるため、保育所等での集団生活が困難な児童の保育を医療機関に委託

する。 

4. 民間保育所障害児保育事業委託料                   3,972,000 円 

   集団生活が可能な日々通所できる障害児の受け入れを委託する。 

    重度障害児保育事業  74,000 円×4人×12 月＝3,552,000 円 

   軽度障害児保育事業  35,000 円×1人×12 月＝ 420,000 円 

5. 民間保育所等乳児等保育事業費補助金                  6,365,000 円 

乳児等の保育に対し，直接従事する非常勤保育士の雇用に要する費用の助成を行い、乳児 

保育の質の向上を図る。 

 6. 保育所等施設整備事業費補助金                    66,915,000 円 

   保育環境改善を図るため、園舎の改修を行う民間保育園等に対して補助する。 

7.  延長保育事業費補助金                          6,208,000 円 

保育認定を受けた子どもの 8時間及び 11 時間の開所時間の始期及び終期前後の時間を延長

し保護者の多様な保育需要に対応している保育園等に対して補助する。 

    保育標準時間（11 時間） 

       1 時間以上（平均対象児童数 6人以上）  

   1,505,000 円×2園＝3,010,000 円 

        1 時間以内（平均対象児童数 5人以下又は 30 分以上） 

                 300,000 円×5園＝1,500,000 円 

276,000 円×1園＝ 276,000 円 

     保育短時間（8時間） 

         2 時間       37,400 円×23 人＝ 860,200 円 

         1 時間       18,700 円×30 人＝ 561,000 円 

8. 一時預かり事業費補助金                                           14,057,000 円 

  保護者の勤務形態の都合や急病、私的理由、その他の都合に対応するための一時的保育を

保育所等で行う一般型に対し､補助する。 

   一般型  （6 園）      14,057,000 円    

9. 保育対策総合支援事業費補助金                                  13,200,000 円 

  保育園等における保育士の補助を行う保育補助者の雇上げに必要な費用や、保育に係る周

辺業務を行う者の配置支援を行い、保育の業務負担の軽減を図る。 

10.  保育所等業務効率化推進事業費補助金                  1,500,000 円 

   保育所等における ICT 化を推進し、子どもを安心して育てることができる環境整備を行う。 

11. 多子世帯保育料軽減事業費補助金                     19,325,000 円 

 子どもを 3人以上持つ世帯の 3歳未満の児童が保育所等に入所した場合、保育料の全額を 

助成し、多子世帯の経済的負担の軽減を図る。 

12. 施設型給付費                                                   703,464,000 円 

   認定こども園、幼稚園に対して支払われる給付で、保護者に代わって施設が代理受領し、

幼児期の教育・保育の質の向上を図る。 

13. 地域型保育給付費                                                141,953,000 円 

   小規模保育事業者に対して支払われる給付で、保護者に代わって事業者が代理受領し、乳

幼児期の保育の質の向上を図る。 

 14. 預かり保育施設等利用給付費                                          4,320,000円 

    預かり保育の利用者に対して支払われる給付で、預かり保育料を助成し、子育て世代の経

済的負担の軽減を図る。 

 15. 認可外保育所施設等利用給付費                     1,776,000円 

    認可外保育事業の利用者に対して支払われる給付で、利用料を助成し、子育て世代の経済



的負担の軽減を図る。 

 

○児童手当支給に要する経費（03020202） 808,460 千円（842,900 千円） 予算書 P80 

〈国・県：683,374 千円 一財：125,086 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：被用者児童手当負担金           124,380,000円×37/45＝102,268,000円 

  ・国負：非被用者児童手当負担金           39,960,000円×4/6＝ 26,640,000円 

  ・国負：被用者小学校修了前特例給付負担金（第1子）150,840,000円×4/6＝100,560,000円 

          〃           （第2子）124,920,000円×4/6＝ 83,280,000円 

          〃           （第3子） 65,520,000円×4/6＝ 43,680,000円 

  ・国負：非被用者小学校修了前特例給付負担金(第1子) 56,400,000円×4/6＝ 37,600,000円 

          〃            (第2子) 43,080,000円×4/6＝ 28,720,000円 

          〃            (第3子) 29,520,000円×4/6＝ 19,680,000円 

  ・国負：被用者中学生児童手当負担金        112,800,000円×4/6＝ 75,200,000円 

  ・国負：非被用者中学生児童手当負担金        48,120,000円×4/6＝ 32,080,000円 

  ・国負：特例給付児童手当負担金           12,900,000円×4/6＝  8,600,000円 

・県負：被用者児童手当負担金            124,380,000円×4/45＝ 11,056,000円 

・県負：非被用者児童手当負担金           39,960,000円×1/6＝  6,660,000円 

  ・県負：被用者小学校修了前特例給付負担金(第1子)  150,840,000円×1/6＝ 25,140,000円 

          〃           (第2子)  124,920,000円×1/6＝ 20,820,000円 

          〃           (第3子)   65,520,000円×1/6＝ 10,920,000円 

  ・県負：非被用者小学校修了前特例給付負担金(第1子) 56,400,000円×1/6＝  9,400,000円 

          〃            (第2子) 43,080,000円×1/6＝  7,180,000円 

          〃            (第3子) 29,520,000円×1/6＝  4,920,000円 

  ・県負：被用者中学生児童手当負担金        112,800,000円×1/6＝ 18,800,000円 

  ・県負：非被用者中学生児童手当負担金         48,120,000円×1/6＝  8,020,000円 

  ・県負：特例給付児童手当負担金          12,900,000円×1/6＝  2,150,000円 

（目的及び期待する効果） 

  児童を養育している人に手当を支給することにより、家庭における生活の安定と次代の社会

を担う児童の健全な育成及び資質の向上を図る。 

（内容） 

1. 支給対象 

0 歳から中学校修了前の児童を養育している人 

・満 3歳未満    月額   15,000 円 

・満 3歳以上から小学校修了前 

第 1子     月額   10,000 円     

     第 2 子     月額   10,000 円     

     第 3 子以降   月額   15,000 円 

  ・中学生      月額   10,000 円       

2. 支給時期 

 ・6 月（2～5月分） ・10 月（6～9月分） ・2月（10～1 月分）  

 3. 支給額 

・被用者児童手当          691 人  124,380,000 円 

・非被用者児童手当         222 人   39,960,000 円 

・被用者小学校修了前特例給付   2,662 人  341,280,000 円  

・非被用者小学校修了前特例給付   993 人  129,000,000 円 



・被用者中学生児童手当       940 人   112,800,000 円  

・非被用者中学生児童手当      401 人   48,120,000 円 

・特例給付児童手当         215 人     12,900,000 円 

    計            6,124 人   808,440,000 円 

 

○児童扶養手当支給に要する経費（03020203） 226,541 千円（285,405 千円） 予算書 P81 

〈国・県：75,476 千円 一財：151,065 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：児童扶養手当負担金                     226,430,238 円×1/3≒75,476,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  父母の離婚などにより父又は母と生計を共にしていない児童の父母、又は父母に代わってそ

の児童を養育している人に児童の健やかな成長及び父子・母子家庭等の生活の安定と自立を支

援し、児童の健全な育成及び資質の向上を図る。 

（内容） 

1. 支給対象 

  父又は母と生計を共にしない 18 歳未満の児童の父母、又は養育している人で前年の所得が

所得制限限度内の人 

全部支給   

 ・児童 1人      月額  42,910 円     

 ・第 2子加算     月額  10,140 円    

 ・第 3子以降加算   月額   6,080 円    

  一部支給 

 ・所得に応じて児童 1人       月額 42,900 円～10,120 円 

 ・所得に応じて第 2子加算      月額 10,130 円～ 5,070 円 

 ・所得に応じて第 3子以降加算    月額  6,070 円～ 3,040 円    

2. 支給時期  

・奇数月に年 6回、前月までの各 2月分を支給 

3. 支給額 

     ・全部支給       243 人   142,527,371 円 

     ・一部支給       210 人     83,902,867 円 

        計        453 人   226,430,238 円 

    

○児童遊園地管理に要する経費（03020301） 600 千円（1,135 千円） 予算書 P81 

〈一財：600 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  市内児童遊園地の遊具を安心・安全に使用できるように、専門技術者による定期点検を実施

し、児童の健全育成に努める。 

（内容） 

  各地区児童遊園地遊具点検業務      582,000 円  

  

○児童センター運営に要する経費（03020401） 8,588 千円（8,218 千円） 予算書 P81 

〈その他：36 千円 一財：8,552 千円〉 

＊特定財源積算根拠     

・使用料：行政財産使用料                   3,000円×12月＝36,000円 

（目的及び期待する効果） 

  幼児や児童が安全でよりよい環境の中で過ごすために、適切な遊びの場を提供できるよう、



児童センターの適切な維持管理を図る。 

（内容） 

 ・遊びを通しての生活指導 

 ・児童センターの管理業務委託     3,061,000 円 

 

○放課後児童対策に要する経費（03020501） 188,393 千円（316,626 千円） 予算書 P82 

 [総務部 総務課 所管 515 千円含む] 

〈国・県： 98,515 千円 地方債：17,000 千円 その他：41,380 千円 一財：31,498 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：放課後児童健全育成事業費補助金       79,111,000円×1/3≒26,370,000円 

・国補：子ども・子育て支援整備交付金          54,930,000円×2/3＝36,620,000円 

・県補：放課後児童健全育成事業費補助金       79,111,000円×1/3≒26,370,000円 

・県補：子ども・子育て支援整備交付金         54,930,000円×1/6≒ 9,155,000円 

・地方債：放課後児童クラブ整備事業債                 17,000,000円 

  ・負担金：放課後児童クラブ保護者負担金                  41,280,000円 

  ・負担金：放課後児童クラブ保護者負担金過年度分               100,000円 

（目的及び期待する効果） 

  保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生児童を対象に、授業の終了後に放課後児童ク

ラブを開設し、適切な遊びの場及び生活の場を提供することにより、児童の放課後における安

全の確保及び健全育成が図られる。  

（内容） 

  各小学校単位に放課後児童クラブを開設。 

  ・市直営    7 ヶ所  支援員 30 人 

  ・民間委託   5 ヶ所  支援員 22 人    委託料    61,830,000 円 

  ・入所見込み人数 660 人 

    （単位：人） 

待機児童解消に向けた施設整備 

   ・放課後児童クラブ（仮称）中川館整備工事 

    本体工事費      67,100,000 円 

     内訳 解体工事費       8,800,000 円 

        建設工事費      58,300,000 円 

区分 対象区域 クラブ名 
入所予定

者数 
支援員数 

 

市直営 

 

岩井第一小 

岩井第二小 

弓馬田小 

神大実小 

七郷小 

七重小 

飯島小 

あひるクラブ 

ニコニコクラブ 

元気クラブ 

ちびっ子クラブ 

ひまわりクラブ 

なかよしクラブ 

なつめっ子クラブ 

60 

120 

30 

30 

30 

30 

15 

5 

10 

3 

3 

3 

3 

3 

民間委託 

逆井山小 

沓掛小・内野山小 

長須小 

生子菅小 

中川小 

若草児童クラブ 

明徳児童クラブ 

児童クラブ「青空」 

さしま保育園児童クラブ 

放課後児童クラブ「ひまわり」 

70 

95 

50 

60 

70 

4 

5 

4 

4 

5 



○認定こども園ふたば運営に要する経費（03020602） 92,025 千円（83,923 千円）  予算書 P83 

〈国・県：1,042 千円 その他：20,914 千円 一財：70,069 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：一時預かり事業費補助金                     521,000 円 

  ・県補：一時預かり事業費補助金                      521,000 円 

  ・負担金：延長保育保護者負担金                      180,000 円 

  ・負担金：一時預かり保護者負担金                    519,000 円 

  ・負担金：預かり保育保護者負担金                     192,000 円 

  ・負担金：通園バス保護者負担金                     360,000 円 

  ・使用料：認定こども園ふたば保育料                  12,403,000 円 

  ・諸収入：認定こども園給食費等保護者納付金              7,260,000 円 

（目的及び期待する効果） 

幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づき、0 歳から小学校就学前までの一貫した教

育及び保育を園児の発達の連続性を考慮し展開するとともに、保護者の様々な生活形態に対応

するための子育て支援にも努める。 

（内容） 

 ・幼保連携型認定こども園   定員 230 名 

・教育・保育内容の充実 

   特色ある保育事業（キッズビクス） 

・高齢者や近隣施設との交流事業 

・食育の推進（収穫体験等） 

・延長、預かり保育事業 

・支援を必要とする幼児の保育 

 

○一時預かり事業（ふたば）に要する経費（03020603） 203 千円（196 千円） 予算書 P85 

〈国・県：134 千円 その他：69 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：一時預かり事業費補助金                       67,000 円 

  ・県補：一時預かり事業費補助金                      67,000 円 

  ・負担金：一時預かり保護者負担金                         69,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  常日頃、認定こども園等を利用していない家庭において、突発的な事情や社会参加、保護者

の育児疲れなど、家庭での保育が困難な場合に一時的に児童を預かることで、安心して子育て

ができる環境整備と福祉の向上を図る。 

 

○地域子育て支援センター（ふたば）に要する経費（03020604） 537 千円（542 千円） 

予算書P85 

〈国・県：358 千円 一財：179 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：地域子育て支援拠点事業費補助金                 179,000 円 

  ・県補：地域子育て支援拠点事業費補助金                          179,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  子育て親子の交流の場の提供、子育て相談・援助・情報の提供を実施。また、月ごと季節ご

とに事業を計画して、在園児との交流及び地域住民とのふれ合いの場としての支援もしていく。 

 

 



○認定こども園ひまわり運営に要する経費（03020605） 94,015 千円（85,765 千円）予算書 P85 

〈国・県：1,000 千円 その他：22,295 千円 一財：70,720 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：一時預かり事業費補助金                      500,000 円 

  ・県補：一時預かり事業費補助金                      500,000 円 

・負担金：延長保育保護者負担金                           96,000 円 

  ・負担金：一時預かり保護者負担金                    1,123,000 円 

  ・負担金：預かり保育保護者負担金                    120,000 円 

  ・負担金：通園バス保護者負担金                      552,000 円 

  ・使用料：認定こども園ひまわり保育料                 13,222,000 円 

  ・諸収入：認定こども園給食費等保護者納付金              7,182,000 円 

（目的及び期待する効果） 

幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づき、0 歳から小学校就学前までの一貫した教

育及び保育を園児の発達の連続性を考慮し展開するとともに、保護者の様々な生活形態に対応

するための子育て支援にも努める。 

（内容） 

 ・幼保連携型認定こども園    定員 230 名 

・教育・保育内容の充実 

   特色ある保育事業（八木節） 

・高齢者との交流事業 

・幼保小連携のための交流事業 

・園内の自然を生かした異年齢児保育 

・延長、預かり保育事業 

・支援を必要とする幼児の保育 

 

○一時預かり事業（ひまわり）に要する経費（03020606） 265 千円（305 千円） 予算書 P87 

〈国・県：176 千円 その他：89 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：一時預かり事業費補助金                      88,000 円 

  ・県補：一時預かり事業費補助金                      88,000 円 

  ・負担金：一時預かり保護者負担金                         89,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  常日頃、認定こども園等を利用していない家庭において、突発的な事情や社会参加、保護者

の育児疲れなど、家庭での保育が困難な場合に一時的に児童を預かることで、安心して子育てが

できる環境整備と福祉の向上を図る。 

 

○地域子育て支援センター（ひまわり）に要する経費（03020607）557 千円（559 千円） 

予算書 P87 

〈国・県：370 千円 一財：187 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：地域子育て支援拠点事業費補助金                          185,000 円 

  ・県補：地域子育て支援拠点事業費補助金                          185,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  子育て親子の交流の場の提供、子育て相談・援助・情報の提供を実施。また、月ごと季節ご

とに事業を計画して、在園児との交流及び地域住民とのふれ合いの場としての支援もしていく。 

 



〇通園通学バス運行業務に要する経費（10010204） 22,808 千円（26,347 千円） 予算書 P136 

[教育委員会 学校教育課 所管 11,148 千円含む] 

〈その他：1,668 千円 一財：21,140 千円〉〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・負担金：通学バス保護者負担金                    1,392,000 円 

・負担金：通園バス保護者負担金                     276,000 円 

（目的及び期待する結果） 

  幼稚園の統廃合により遠距離通園となった園児の通園を支援する。 

（内容） 

  ・通園バス運行業務委託料                       11,660,000 円 

   期間：令和元年から令和 3年まで（2年目） 

   金額：34,874,000 円（令和 2年支出予定額 11,660,000 円） 

 

〇幼稚園管理運営に要する経費（10040102） 215,196 千円（13,371 千円） 予算書 P147 

[教育委員会 学校教育課 所管 139 千円含む] 

〈国・県：140,524 千円 その他 1,431 千円 一財：73,241 千円〉 

 ＊特定財源精算根拠 

・国負：施設型給付費負担金            75,170,000 円 

・国負：子育てのための施設等利用給付費負担金     308,000 円 

・国補：実費徴収に係る補足給付を行う事業費補助金   33,000 円 

・県負：施設型給付費負担金            37,585,000 円 

・県負：子育てのための施設等利用給付費負担金     154,000 円 

・県補：施設型給付費補助金            27,241,000 円 

・県補：実費徴収に係る補足給付を行う事業費補助金   33,000 円 

・負担金：日本スポーツ振興センター保護者負担金     9,000 円 

・負担金：預かり保育保護者負担金           350,000 円 

・諸収入：幼稚園給食費保護者納付金         1,072,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  家庭との連携を図りながら幼稚園生活を通して、生きる力の基礎を育成するよう学校教育法

２３条に規定する幼稚園教育の目標を達成するための教育活動の支援に努める。 

（内容） 

  ・幼稚園 定員７５名 

  ・教育内容の充実 

  ・食育の推進（収穫体験等） 

  ・預かり保育事業 

  ・支援を必要とする幼児の保育 

  ・施設型給付費                           204,827,000 円 

   幼稚園に対して支払われる給付で、保護者に代わって施設が代理受領し、幼児期の教育の

質の向上を図る。 

 

［保健福祉部 介護福祉課 所管］ 

○高齢福祉事務に要する経費（03010301） 121,485 千円（52,752 千円） 予算書 P74 

 [企画部 企画課 所管 14,341 千円含む] 

〈国・県：69,195 千円 一財：52,290 千円〉 

 



 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：地域包括ケアシステム構築支援事業費補助金     975,000 円 

・県補：老人クラブ活動等事業費補助金（2/3）          1,100,000 円 

        （内訳） 

内  容 金額（円） 

単位ｸﾗﾌﾞ補助対象（概ね 30 人以上）54 ｸﾗﾌﾞ 881,000 

連合会活動促進事業補助 1連合会 219,000 

合  計 1,100,000 

  ・県補：地域医療介護総合確保基金事業補助金     67,120,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  高齢者が健康で生きがいを持って生活できるよう、各種事業を実施し、福祉サービスを提供

する。 

  また、高齢者の豊富な経験・知識能力等を地域社会に役立ててもらうことにより、明るく健

康的な地域社会づくりを推進することができる。 

（内容） 

 ・高齢者と子どものふれあい事業                        120,000 円 

・地域ケアシステム推進事業委託料                      4,900,000 円 

 ・高齢者歩行補助車購入補助事業                        210,000 円 

・市シニアクラブ連合会補助金                        1,008,000 円 

・市単位シニアクラブ活動補助金                       3,120,000 円 

 ・高年齢者労働能力活用事業補助金（シルバー人材センター）         10,000,000 円 

 ・地域医療介護総合確保基金事業補助金                  67,120,000 円 

 ・ひとり暮らし高齢者「愛の定期便」事業（乳酸飲料配達による安否確認）    4,197,000 円 

 ・ねたきり高齢者等介護慰労金支給事業                    4,520,000 円 

 ・ひとり暮らし高齢者等福祉タクシー利用助成事業（公共交通利用券の交付）   5,100,000 円 

 

○老人ホーム入所措置に要する経費（03010302） 14,808 千円（17,236 千円） 予算書 P75 

〈その他：1,869 千円 一財：12,939 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・負担金：老人ホーム入所措置費扶養者負担金           1,869,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  環境上、経済的な理由により居宅での生活が困難な高齢者を施設に入所措置を行うことによ

り、その心身の健康と生活の安定を図る。 

（内容） 

 ・養護老人ホーム措置費                                                  14,798,000 円 

  ・老人ホーム入所判定委員報酬                                                10,000 円 

 

○敬老事業に要する経費（03010303） 25,814 千円（25,978 千円） 予算書 P75 

 [総務部 総務課 所管 58 千円含む] 

〈一財：25,814 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  長年にわたり地域社会の発展に貢献してきた高齢者の長寿を祝福し、敬老の意を表すために

敬老会の開催や敬老祝金を支給することにより、自宅や地域で生きがいを持って生活が送れる

とともに、市民に高齢者の福祉について関心と理解を深めることができる。 

（内容） 

 ・長寿祝報償金（100 歳到達者 21 名・101 歳以上長寿者 22 名）           640,000 円 



・敬老会諸経費                                8,634,000 円 

  （内訳） 

内  容 金 額（円） 

75歳以上（祝品）100歳（額）、88歳（筒） 6,629,000 

敬老会弁当・飲物代（出席者見込2,300人） 1,219,000 

演芸報償費（アトラクション出演者) 100,000 

おたのしみ抽選会景品 140,000 

式典及び演芸音響委託料 132,000 

使用料及び賃借料（トラック借上料） 60,000 

敬老会通知書（ハガキタイプ）【総務課】 58,000 

敬老会記念品配布旅費 74,000 

敬老会消耗品代 90,000 

敬老会顕彰状・100歳褒状印刷代等 70,000 

白布等クリーニング代 28,000 

筆耕翻訳料 34,000 

合  計 8,634,000 

 

・敬老祝金                                 16,540,000 円 

対象者 金 額（円） 見込人数（人） 合 計（円） 

77 歳  10,000       668      6,680,000 

88 歳  30,000       287       8,610,000 

99 歳  50,000        25       1,250,000 

合計        980     16,540,000 

 

○介護予防生活支援に要する経費（03010304） 870 千円（1,150 千円） 予算書 P75 

〈一財：870 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  ねたきりの高齢者等に対して、各種サービスを提供し、長年住み慣れた地域社会の中で引き

続き生活できるよう支援することにより、高齢者の不安を軽減し、心身の安定を図ることがで

きる。また、介護者家族の経済的な負担や精神的な負担も軽減することができる。 

（内容） 

 ・デイサービス事業運営業務委託料（ﾊｰﾄﾌﾙ広侖・長寿の里・恵愛荘・延寿館）   114,000 円 

 ・ねたきり高齢者等理髪サービス助成事業                              756,000 円 

  （要介護 3以上、市民税非課税者該当 年間 2,000 円券×6枚）見込 210 人×利用率 30% 

 

○介護保険事業に要する経費（03010305） 632,408 千円（615,477 千円） 予算書 P76 

〈国・県：18,686 千円  一財：613,722 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：介護保険低所得者保険料軽減負担金      12,383,000 円 

  ・県負：介護保険低所得者保険料軽減負担金       6,192,000 円 

・県補：介護保険低所得者利用者負担対策事業費補助金   111,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  介護保険制度利用時における低所得者の利用者負担の軽減を目的とする。 

  低所得者の負担軽減が図られる。 

（内容） 

 ・介護サービス利用者負担助成事業費                                    4,841,000 円 



   保険料賦課段階の第 1 段階から第 3 段階までの方に対し、支払った利用料の一部を助成す

る。 

 ・介護保険特別会計繰出金                                              626,337,000 円 

    （内訳） 

内  容 金 額（円） 

介護給付費繰出金 463,070,000 

地域支援事業繰出金(総合事業) 10,526,000 

地域支援事業繰出金(包括的支援事業・任意事業) 19,541,000 

その他一般会計繰出金 133,200,000 

合  計 626,337,000 

 ・介護事業特別会計繰出金                         1,080,000 円 

 

○緊急通報システム設置に要する経費（03010306） 3,238 千円（2,773 千円） 予算書 P76 

〈一財：3,238 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  ひとり暮らし等の高齢者が急病・事故など緊急時に消防署へ瞬時に通報できるシステムを設

置することにより、安心して地域社会で生活することができる。 

（内容） 

 ・緊急通報システム管理委託料                                  436,000 円 

 ・緊急通報事業費負担金（西南地方広域市町村圏事務組合）                    260,000 円 

 ・緊急通報システム設置費・修理費（新設 25 台予定）                      2,542,000 円 

 

○ゲートボール場整備に要する経費（03010307） 2 千円（71 千円） 予算書 P76 

〈一財：2千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  高齢者が元気でいきいきと過ごすことができるよう、健康づくりと交流場所の整備を支援す

ることによって、介護予防を推進することができる。 

（内容） 

 ・ゲートボール場用砂購入費                                          1,000 円 

 

○岩井福祉センター運営に要する経費（03010601） 35,195 千円（34,371 千円） 予算書 P77 

〈その他：120 千円 一財：35,075 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・使用料：行政財産使用料                              120,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  多様化する市民のニーズに効果的かつ効率的に対応するため、指定管理者制度により、岩井

福祉センターの運営管理に民間等の能力を活用し、市民サービスの向上を図る。 

（内容） 

  岩井福祉センター施設等の維持管理、利用許可及び利用料金に関する業務を行う。 

・委託料：施設運営管理委託料                                         35,195,000 円 

 

○猿島福祉センター運営に要する経費（03010602） 37,440 千円（41,538 千円） 予算書 P77 

〈一財：37,440 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

多様化する市民のニーズに効果的かつ効率的に対応するため、指定管理者制度により、猿島

福祉センターの運営管理に民間等の能力を活用し、市民サービスの向上を図る。 



（内容） 

猿島福祉センター施設等の維持管理、利用許可及び利用料金に関する業務を行う。 

 ・委託料：施設運営管理委託料                                   37,440,000 円 

 

［保健福祉部 健康づくり推進課 所管］ 

○保健衛生事務に要する経費（04010102） 11,282 千円（9,860 千円） 予算書 P90 

〈国・県：2,171 千円 一財：9,111 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：利用者支援事業費補助金                1,029,000 円 

  ・国補：新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業費補助金  113,000 円 

  ・県補：利用者支援事業費補助金                1,029,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  市民が安心して健やかに暮らせる基盤として、地域医療体制の強化を図る。また、各種健診、

予防接種、健康相談の予定を市民に周知して、円滑な実施に努めるとともに、市民の健康への

関心を高める。 

（内容） 

  地域医療体制強化事業費補助金 1,800,000 円 

保健センター事業予定表     296,940 円  

 

○精神保健事業に要する経費（04010103） 478 千円（482 千円） 予算書 P91 

〈一財：478 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  複雑多様化する社会生活の中で、こころの健康に関する相談等を実施し、疾病の予防や精神

障害者の自立と社会参加を促進する。 

（内容） 

  精神科医による、こころの健康相談を実施する。 

  患者家族会への支援。 

 

○献血推進に要する経費（04010104） 286 千円（156 千円） 予算書 P91 

〈国・県：70 千円 一財：216 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：骨髄ドナー助成費補助金    70,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  安全な血液製剤の安定供給に努め、血液不足の解消を図る。 

  骨髄移植ドナー助成金を交付することにより、骨髄等の移植及びドナー登録の推進を図る。 

（内容） 

  移動採血車により、献血協力企業や市役所において献血を実施する。 

  骨髄等の提供をした者に対し、その費用の一部を助成する。 

 

○休日医療対策に要する経費（04010105） 23,212 千円（23,520 千円） 予算書 P91 

〈一財：23,212 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  休日及び夜間における急病人等が受診できる医療体制を確保し、市民の安心感を確保する。 

（内容） 

  茨城西南地方広域市町村圏事務組合に委託した７病院において救急医療業務を行う。また委



託した４病院において、小児救急医療業務を行う。祝日及び年末・年始等における医療の確保

のため、市内１３医療機関の協力を得て在宅当番医制の委託を行う。 

 

○予防接種に要する経費（04010201） 116,039 千円（107,479 千円） 予算書 P92 

〈国・県：3,447 千円 一財：112,592 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：特定感染症検査等事業費補助金    3,447,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  予防接種の実施によって感染の恐れがある疾病の発症及び蔓延を予防し、公衆衛生の向上及

び健康の保持増進を図る。 

（内容） 

予防接種法に基づく各種予防接種を個別接種で実施し、接種率向上のために広報やホームペ

ージ等で予防接種の必要性を周知するとともに、対象者には個別の勧奨通知を行う。また、予

防接種の種類の増加や制度の複雑化が進んでいるため、対象者に対して正確な情報を発信し、

予防接種の理解を深め適正な予防接種を実施する。 

  

  定期予防接種                                                 （単位：件） 

予防接種の種類 予定数 予防接種の種類 予定数 

高齢者用インフルエンザ 6,800  小児用麻しん・風しん混合 750  

要注意者 52  成人用麻しん・風しん混合  200  

不活化ポリオ 1  ＢＣＧ 340  

成人用風しん抗体検査 1,247  ヒブ 1,360  

日本脳炎 1,510  小児用肺炎球菌 1,360  

二種混合 360  高齢者肺炎球菌 600  

四種混合 1,380  水痘 580  

子宮頸がん 3  Ｂ型肝炎 930  

ロタウイルス 364    

 

  任意予防接種                                                 （単位：件） 

予防接種の種類 予定数 予防接種の種類 予定数 

小児用インフルエンザ 4,384  おたふくかぜ 460  

成人用麻しん・風しん混合 30    

 

○健康増進事業に要する経費（04010202） 76,259 千円（74,962 千円） 予算書 P93 

〈国・県：4,900 千円 その他：40 千円 一財：71,319 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業費補助金  1,405,000 円 

・県補：健康増進事業費補助金                  3,495,000 円 

・諸収入：各種検診個人負担金                    40,000 円 

（目的及び期待する効果） 

生活習慣病やがんの早期発見・早期治療を目的として、健康診査を実施していく。さらに、

生活習慣病の発症予防および重症化予防を推進するため、食生活の改善、運動習慣の定着等、



効果的な健康づくりの支援および事業を実施していく。 

（内容） 

健康診査、結核・肺がん検診、胃がん検診、大腸がん検診、乳がん検診、子宮がん検診、前

立腺がん検診、肝炎ウイルス検診、骨粗しょう症検診、歯周病検診等を実施する。健康管理意

識の啓発、｢栄養｣「運動」「禁煙」などに関する生活習慣の改善、健康づくりを目的とした健康

教育、及び健康相談を実施する。 

「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」として、一定の年齢に達した者に対し、

子宮頸がん・乳がん検診無料クーポン券と検診手帳を交付する。４０歳以上６５歳のうち５歳

きざみの者で肝炎ウイルス検診未実施者に無料で肝炎ウイルス検診を実施する。 

・運動教室 ８日     

  ・栄養教室 ６日 

 

（単位：人） 

検 診 名 実  施  日  数 会  場 予定者数 

肺がん検診 40 日 

センター健診 12 日（5・7・8月） 

コミュニティ健診 23 日（6 月・8 日間、9

月・5日間、10 月･10 日間） 

未受診者健診 5日（12 月） 

各保健センター 

地区公民館等（6会場） 

6,600 

胃がん検診 15 日 

センター健診 12 日（5・7・8月） 

単独 3日（9月･2 日間、1月･1 日間） 

各保健センター 

 1,880 

大腸がん検診 41 日 

センター健診 12 日（5・7・8月） 

コミュニティ健診 23 日（6・9・10 月） 

未受診者健診 5日（12 月） 

単独 1日 

各保健センター 

市役所 

5,550 

子宮がん検診  

（集団） 

25 日（4 月･13 日間、11 月･7 日間、3 月・

5日間） 

各保健センター 

 
2,210 

子宮がん検診  

（施設） 

令和 2年 5月～令和 3年 2月 登録医療機関 
500 

乳がん検診 

（集団） 

マンモグラフィ検査 

24 日(4 月･13 日間､11 月･6 日間、3 月･5

日間) 

超音波検査 

25 日(4 月･13 日間､11 月･7 日間、3 月･5

日間) 

各保健センター  

 

3,020 

乳がん検診 

（施設） 

令和 2年 5月～令和 3年 2月 登録医療機関 10 か所 

 
560 

骨粗鬆症検診 

歯周病検診 

2 日（2月） 岩井保健センター 440 

160 

 

○母子保健事業に要する経費（04010203） 47,604 千円（50,508 千円） 予算書 P94 

〈国・県：3,970 千円 その他：363 千円 一財：43,271 千円〉  

＊特定財源積算根拠 

 ・国負：未熟児養育医療費負担金                475,000 円 



 ・国補：乳児家庭全戸訪問事業費補助金             591,000 円 

 ・国補：産婦健康診査事業補助金               1,680,000 円 

 ・国補：妊娠・出産包括支援事業補助金             396,000 円 

 ・県負：未熟児養育医療費負担金                237,000 円 

 ・県補：乳児家庭全戸訪問事業費補助金             591,000 円 

 ・負担金：未熟児養育医療費負担金               149,000 円 

 ・諸収入：各種検診個人負担金                    214,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  各健診、相談、教室を実施することで、妊産婦が安心して出産、育児に臨め、またこどもの

健やかな心身の成長発達を促す。 

  養育者に適切な情報を提供し、育児不安の軽減、孤立化を防止し、早期に支援していくこと

で虐待の予防を図る。 

（内容） 

  妊婦健康診査１４回、産婦健康診査２回、新生児聴覚検査、乳児健康診査２回、未熟児養育

医療事業、不妊治療費助成金事業、産後ケア事業、産前・産後サポート事業、各健診・相談・

教室を実施する。 

 妊産婦・新生児・乳幼児・低体重児・未受診者等に対して家庭訪問を実施し、さらに支援が

必要な家庭を早期に発見し、養育支援訪問に繋げる。また、市内中学校に出向き、思春期教室

を実施する。 

 子育て世代包括支援センター事業を実施し、妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把

握し、妊娠から出産、子育て期にわたり切れ目のない支援を提供する。 

                              （単位：人） 

医療機関健診 対象者数 医 師 数 

妊婦一般健康診査（1人 14 回） 335 ― 

乳児一般健康診査（1人 2回） 260     ― 

産婦健康診査（1人 2回） 336     ― 

新生児聴覚検査 343  

 

（単位：人） 

健診 対象者数 医 師 数 

3 か月児健診（12 回）    320 延べ 12 

1 歳 6 か月児健診（12 回） 286    延べ 24 

3 歳児健診（12 回） 366    延べ 24  

2 歳児歯科検診（12 回） 311    延べ 12  

 

（単位：人）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教室・相談 予定者数 医 師 数 

マタニティファミリークラス（12 回）   80 4 

離乳食教室（12 回）      150     － 

歯みがき教室  保育所 3     － 

思春期教室（20 回） 中学校     － 

乳幼児相談（12 回）      300     － 

ひよこサロン（12 回） 120     － 

すくすくサロン(12 回) 200     － 



（単位：人） 

事  業 予定者数 

未熟児養育医療 10 

不妊治療費助成（男性不妊含） 40 

妊娠・出産包括支援事業（産後ケア） 15 

子育て世代包括支援センター 349 

 

（単位：人） 

支援事業 予定者数 

あゆみ教室（9回） 40 理学療法士 

親子教室（14 回） 80 心理相談員 

ペアレントトレーニング（8回） 40 心理相談員 

 

訪  問 予定者数 

新生児訪問 271 

こんにちは赤ちゃん訪問 75 

要支援訪問 75 

 

○健康づくり推進に要する経費（04010301） 605 千円（4,272 千円） 予算書 P95 

〈一財：605 千円〉  

（目的及び期待する効果） 

  疾病の早期発見や治療に留まらず積極的な健康づくりを図ることにより、生活習慣病を改善

し、健康寿命の延伸と生活の質の向上につなげる。 

健康まつり、歩こう会を開催し、健康意識向上のためのイベントを展開する。 

茨城県がおこなっている、おとな・子ども救急電話相談を市民に広く周知することにより、

急な病気発症時の不安解消を図る。 

（内容） 

  健康づくり推進協議会の開催。 

健康まつり、楽しく歩こう会の開催。 

  茨城県救急電話相談の周知。 

  市イベントでの健康づくりに関する啓蒙普及。 

 

○食生活改善に要する経費（04010302） 545 千円（562 千円） 予算書 P95 

〈一財：545 千円〉  

（目的及び期待する効果）  

生涯を通じて一人ひとりが健全な食生活の実現及び健康の確保ができるよう、知識や判断を

身につける。 

（内容） 

  生活習慣病予防についての研修会や調理実習を実施することにより、体験的な食育を行う。 

  栄養の不適切な摂取などからの生活習慣病等の増加に対処するため､日常生活において､特に

栄養の改善を推進する。 

 

 


